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第一部 【企業情報】

 

第１ 【企業の概況】

 

１ 【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第70期

第３四半期
連結累計期間

第71期
第３四半期
連結累計期間

第70期

会計期間
自 2018年４月１日
至 2018年12月31日

自 2019年４月１日
至 2019年12月31日

自 2018年４月１日
至 2019年３月31日

売上高 (百万円) 45,750 44,248 67,391

経常利益 (百万円) 2,481 2,839 4,857

親会社株主に帰属する
四半期(当期)純利益

(百万円) 1,627 1,877 3,041

四半期包括利益又は包括利益 (百万円) 452 2,280 1,729

純資産額 (百万円) 35,951 38,680 36,910

総資産額 (百万円) 58,089 59,225 62,877

１株当たり四半期(当期)純利益 (円) 71.36 84.75 134.07

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益

(円) － － －

自己資本比率 (％) 61.9 65.3 58.7
 

　

回次
第70期

第３四半期
連結会計期間

第71期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自 2018年10月１日
至 2018年12月31日

自 2019年10月１日
至 2019年12月31日

１株当たり四半期純利益 (円) 37.92 29.93
 

(注) １　当社は四半期連結財務諸表を作成しているので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載してお

りません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。

 

２ 【事業の内容】

当第３四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありま

せん。

 また、主要な関係会社に異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

 

１ 【事業等のリスク】

当第３四半期連結累計期間において、財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に異常な変動等また

は、前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はありません。

 

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ(当社及び連結子会社)が判

断したものであります。

 

(1)　財政状態及び経営成績の状況

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、低水準な失業率を背景に所得環境の改善が持続した一方で、

勢いを欠く世界景気の影響で輸出は力強さを欠き、企業収益についても一部で弱含む動きが見られるなど、景気の

足踏み感が深まる展開となりました。建設業界におきましては、公共投資は前年度を上回る水準となったものの、

民間建設投資には大きな上積みは見られず、工場の新設などに対する投資の勢いが鈍るなど、予断を許さない状況

が続いております。

このような状況のなか、当社グループといたしましては、中期３か年事業計画に示した基本方針を軸として、規

模の拡大に捉われず、医薬品関連・食品をはじめとする産業設備工事を中心にバランスのとれた受注を推進し、景

気動向に左右されない事業基盤の確保を目指してまいりました。

その結果、当第３四半期連結累計期間における受注高は、産業設備工事の受注が前年同期間と比べ減少したこと

から、前年同四半期比9.3％減少の46,551百万円(前年同四半期51,344百万円)となりました。売上高につきまして

は、受注高が減少したことから、前年同四半期比3.3％減少の44,248百万円(前年同四半期45,750百万円)となりま

した。

利益につきましては、工事粗利益率が改善したことから、営業利益2,604百万円(前年同四半期2,172百万円)、経

常利益2,839百万円(前年同四半期2,481百万円)となり、親会社株主に帰属する四半期純利益は1,877百万円(前年同

四半期1,627百万円)となりました。
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セグメント別の受注高及び売上高は次のとおりであります。

 

受注高の内訳は、空調衛生設備工事業のうち産業設備工事は25,142百万円(前年同四半期比15.6％減少)、一般ビ

ル設備工事は18,859百万円(前年同四半期比0.9％減少)となりました。官庁民間別内訳は、官公庁工事5,832百万円

(前年同四半期比38.4％減少)、民間工事38,170百万円(前年同四半期比3.0％減少)となりました。

また、電気設備工事業については1,704百万円(前年同四半期比3.6％減少)となり、冷熱機器販売事業については

845百万円(前年同四半期比11.1％増加)となりました。

        

 

前第３四半期
連結累計期間

(自 2018年４月１日
 至 2018年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

比 較 増 減

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

比 率
(％)

設備
工事業

空調衛生
設備工事業

 産業設備工事 29,780 　58.0 25,142 54.0 △4,637 △15.6

 一般ビル設備工事 19,035 37.1 18,859 40.5 △176 △0.9

電 気 設 備 工 事 業 1,767 3.4 1,704 3.7 △62 △3.6

冷 熱 機 器 販 売 事 業 761 1.5 845 1.8 84 11.1

合　　　　　計 51,344 100.0 46,551 100.0 △4,792 △9.3

空調衛生設備工事業
の官庁民間別内訳

官 公 庁 工 事 9,474 19.4 5,832 13.3 △3,642 △38.4

民 間 工 事 39,341 80.6 38,170 86.7 △1,171 △3.0

計 48,816 100.0 44,002 100.0 △4,814 △9.9
 

 

売上高の内訳は、空調衛生設備工事業のうち産業設備工事は23,097百万円(前年同四半期比13.1％減少)、一般ビ

ル設備工事は18,851百万円(前年同四半期比13.2％増加)となりました。官庁民間別内訳は、官公庁工事7,535百万

円(前年同四半期比15.6％増加)、民間工事34,413百万円(前年同四半期比6.2％減少)となりました。

また、電気設備工事業については1,404百万円(前年同四半期比18.3％減少)となり、冷熱機器販売事業について

は845百万円(前年同四半期比11.1％増加)となりました。なお、その他の事業については50百万円(前年同四半期比

2.2％減少)となりました。

        

 

前第３四半期
連結累計期間

(自 2018年４月１日
 至 2018年12月31日)

当第３四半期
連結累計期間

(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

比 較 増 減

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

構成比
(％)

金  額
(百万円)

比 率
(％)

設備
工事業

空調衛生
設備工事業

 産業設備工事 26,569 58.1 23,097 52.2 △3,472 △13.1

 一般ビル設備工事 16,650 36.4 18,851 42.6 2,201 13.2

電 気 設 備 工 事 業 1,717 3.7 1,404 3.2 △313 △18.3

冷 熱 機 器 販 売 事 業 761 1.7 845 1.9 84 11.1

そ の 他 の 事 業 51 0.1 50 0.1 △1 △2.2

合　　　　　計 45,750 100.0 44,248 100.0 △1,501 △3.3

空調衛生設備工事業
の官庁民間別内訳

官 公 庁 工 事 6,517 15.1 7,535 18.0 1,018 15.6

民 間 工 事 36,702 84.9 34,413 82.0 △2,289 △6.2

計 43,219 100.0 41,949 100.0 △1,270 △2.9
 

 

EDINET提出書類

株式会社テクノ菱和(E00225)

四半期報告書

 4/18



 

(資産の部)

流動資産は、前連結会計年度末に比べて4,647百万円減少し、40,644百万円となりました。これは主に受取手

形・完成工事未収入金等が1,402百万円及び電子記録債権が3,921百万円減少したことによるものであります。

固定資産は、前連結会計年度末に比べて995百万円増加し、18,581百万円となりました。これは主に投資有価証

券が755百万円増加したことによるものであります。

(負債の部)

流動負債は、前連結会計年度末に比べて5,847百万円減少し、18,055百万円となりました。これは主に未成工事

受入金が1,984百万円増加し、支払手形・工事未払金等が4,131百万円及び電子記録債務が1,674百万円減少したこ

とによるものであります。

固定負債は、前連結会計年度末に比べて424百万円増加し、2,489百万円となりました。これは主に繰延税金負債

が516百万円増加し、長期借入金が90百万円減少したことによるものであります。

(純資産の部)

純資産は、前連結会計年度末に比べて1,770百万円増加し、38,680百万円となりました。これは主に利益剰余金

が1,367百万円及びその他有価証券評価差額金が522百万円増加したことによるものであります。

 

(2)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第３四半期連結累計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに生じた課題は

ありません。

 

(3)　研究開発活動

当第３四半期連結累計期間における研究開発投資額は、223百万円であります。

 
(4)　資本の財源及び資金の流動性に係る情報

当社グループの主要な資金需要は、工事施工のための材料費、労務費、経費や販売費及び一般管理費等の営業費

用であります。これらの資金需要につきましては、利益の計上により生み出された営業キャッシュ・フロー及び自

己資金のほか、金融機関からの借入による資金調達にて対応しております。

また、手元の運転資金につきましては、地域別に設置された当社の事業所及び一部の子会社の余剰資金を当社の

本社機構へ集中し、一元管理を行うことで資金効率の向上を図っております。また、突発的な資金需要に対して

は、迅速かつ確実に資金を調達できるようにコミットメントライン契約を締結し、流動性リスクに備えておりま

す。

 
３ 【経営上の重要な契約等】

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

 

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

 ① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 79,994,522

計 79,994,522
 

 

 ② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(2019年12月31日)

提出日現在
発行数(株)

(2020年２月12日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 22,888,604 22,888,604
東京証券取引所
(市場第二部)

単元株式数は
100株であります。

計 22,888,604 22,888,604 ― ―
 

 

(2) 【新株予約権等の状況】

 ① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

 ② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高

(百万円)

2019年12月31日 ― 22,888,604 ― 2,746 ― 2,498
 

 

(5) 【大株主の状況】

当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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(6) 【議決権の状況】

当第３四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、株主名簿の記載内容が確認できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である2019年９月30日の株主名簿により記載しております。

　

 ① 【発行済株式】

   2019年12月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 737,700
 

― ―

完全議決権株式(その他)
普通株式

221,071 単元株式数は100株であります。
22,107,100

単元未満株式 普通株式 43,804
 

― ―

発行済株式総数 22,888,604 ― ―

総株主の議決権 ― 221,071 ―
 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が7,700株(議決権77個)含まれ

ております。

 ２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式18株が含まれております。

 

 ② 【自己株式等】

  2019年12月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式)
株式会社テクノ菱和

東京都港区芝大門
２－12－８

737,700 ― 737,700 3.22

計 ― 737,700 ― 737,700 3.22
 

 

２ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間における役員の異動はありません。
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第４ 【経理の状況】

 

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(2007年内閣府令

第64号)に準拠して作成し、「建設業法施行規則」(1949年建設省令第14号)に準じて記載しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019

年12月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表

について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

資産の部   

 流動資産   

  現金及び預金 14,016 13,803

  受取手形・完成工事未収入金等 ※1  23,887 ※1  22,484

  電子記録債権 ※1  6,612 ※1  2,690

  未成工事支出金 212 376

  商品 0 1

  材料貯蔵品 2 2

  その他 571 1,296

  貸倒引当金 △11 △12

  流動資産合計 45,291 40,644

 固定資産   

  有形固定資産 4,375 4,359

  無形固定資産 243 229

  投資その他の資産   

   投資有価証券 8,243 8,999

   その他 4,751 5,016

   貸倒引当金 △27 △22

   投資その他の資産合計 12,967 13,992

  固定資産合計 17,586 18,581

 資産合計 62,877 59,225
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           (単位：百万円)

          
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

負債の部   

 流動負債   

  支払手形・工事未払金等 10,977 6,845

  電子記録債務 7,449 5,774

  短期借入金 － 760

  1年内返済予定の長期借入金 120 120

  未払法人税等 1,151 3

  未成工事受入金 546 2,530

  賞与引当金 769 177

  役員賞与引当金 79 51

  完成工事補償引当金 157 184

  工事損失引当金 12 42

  その他 2,639 1,565

  流動負債合計 23,902 18,055

 固定負債   

  長期借入金 140 50

  繰延税金負債 1,285 1,802

  再評価に係る繰延税金負債 135 135

  退職給付に係る負債 241 256

  その他 262 245

  固定負債合計 2,064 2,489

 負債合計 25,967 20,545

純資産の部   

 株主資本   

  資本金 2,746 2,746

  資本剰余金 2,498 2,498

  利益剰余金 28,590 29,958

  自己株式 △656 △656

  株主資本合計 33,179 34,547

 その他の包括利益累計額   

  その他有価証券評価差額金 3,475 3,998

  土地再評価差額金 △64 △64

  為替換算調整勘定 △0 △0

  退職給付に係る調整累計額 315 200

  その他の包括利益累計額合計 3,726 4,133

 非支配株主持分 4 －

 純資産合計 36,910 38,680

負債純資産合計 62,877 59,225
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

売上高 45,750 44,248

売上原価 39,105 37,068

売上総利益 6,644 7,179

販売費及び一般管理費 4,472 4,575

営業利益 2,172 2,604

営業外収益   

 受取利息 1 3

 受取配当金 155 175

 その他 189 67

 営業外収益合計 346 246

営業外費用   

 支払利息 18 9

 為替差損 14 －

 その他 4 2

 営業外費用合計 37 11

経常利益 2,481 2,839

特別利益   

 投資有価証券売却益 － 5

 特別利益合計 － 5

特別損失   

 投資有価証券評価損 1 －

 特別損失合計 1 －

税金等調整前四半期純利益 2,479 2,844

法人税、住民税及び事業税 537 597

法人税等調整額 317 374

法人税等合計 855 971

四半期純利益 1,624 1,872

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △2 △4

親会社株主に帰属する四半期純利益 1,627 1,877
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【四半期連結包括利益計算書】

【第３四半期連結累計期間】

           (単位：百万円)

          前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
　至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
　至 2019年12月31日)

四半期純利益 1,624 1,872

その他の包括利益   

 その他有価証券評価差額金 △1,152 522

 為替換算調整勘定 △2 0

 退職給付に係る調整額 △17 △115

 その他の包括利益合計 △1,171 407

四半期包括利益 452 2,280

（内訳）   

 親会社株主に係る四半期包括利益 456 2,284

 非支配株主に係る四半期包括利益 △3 △4
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

※１　四半期連結会計期間末日満期手形等の会計処理については、手形交換日又は決済日をもって決済処理しており

ます。

なお、当第３四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

等が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

 

 
前連結会計年度
(2019年３月31日)

当第３四半期連結会計期間
(2019年12月31日)

受取手形 464百万円 161百万円

電子記録債権 0 1 
 

 

(四半期連結損益計算書関係)

　 前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)及び

 　当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

当社グループの売上高は、契約により工事の完成引渡しが第４四半期連結会計期間に集中しているため、第１

四半期連結会計期間から第３四半期連結会計期間における売上高に比べ、第４四半期連結会計期間の売上高が著

しく多くなるといった季節的変動があります。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半

期連結累計期間に係る減価償却費(無形固定資産に係る償却費を含む。)は、次のとおりであります。

 

 
前第３四半期連結累計期間

(自　2018年４月１日
　至　2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自　2019年４月１日
　至　2019年12月31日)

減価償却費 205百万円 241百万円
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(株主資本等関係)

前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)

１.　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2018年６月27日
定時株主総会

普通株式 274 12.00 2018年３月31日 2018年６月28日 利益剰余金

2018年11月７日
取締役会

普通株式 251 11.00 2018年９月30日 2018年12月６日 利益剰余金
 

 

２.　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。

 
 　　３.　株主資本の金額の著しい変動

　当社は、2018年11月７日開催の取締役会決議に基づき、自己株式371,800株の取得を行いました。この結

果、当第３四半期連結累計期間において自己株式が331百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末において

自己株式が339百万円となっております。

 

当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

１.　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

2019年６月26日
定時株主総会

普通株式 243 11.00 2019年３月31日 2019年６月27日 利益剰余金

2019年11月６日
取締役会

普通株式 265 12.00 2019年９月30日 2019年12月５日 利益剰余金
 

(注)　2019年11月６日取締役会決議による１株当たり配当額には、創立70周年記念配当1.00円が含まれておりま

す。

 
２.　基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期間の

末日後となるもの

該当事項はありません。
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

前第３四半期連結累計期間(自　2018年４月１日　至　2018年12月31日)及び

当第３四半期連結累計期間(自　2019年４月１日　至　2019年12月31日)

当社グループは、「設備工事業」を単一の報告セグメントとしているため、記載を省略しております。

 
(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第３四半期連結累計期間
(自 2018年４月１日
至 2018年12月31日)

当第３四半期連結累計期間
(自 2019年４月１日
至 2019年12月31日)

１株当たり四半期純利益  71円36銭 84円75銭

(算定上の基礎)    

親会社株主に帰属する四半期純利益 (百万円) 1,627 1,877

普通株主に帰属しない金額 (百万円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する
四半期純利益

(百万円) 1,627 1,877

普通株式の期中平均株式数 (株) 22,808,877 22,150,953
 

(注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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２ 【その他】

第71期(2019年４月１日から2020年３月31日まで)中間配当については、2019年11月６日開催の取締役会におい

て、2019年９月30日の最終の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしまし

た。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　     　265百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　 　　     　12円00銭　

③　支払請求権の効力発生日及び支払開始日　　　　     　　 2019年12月５日

(注)　１株当たりの金額には、創立70周年記念配当１円00銭が含まれております。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

 

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
 

 
2020年２月10日

 

株式会社テクノ菱和

　取締役会　御中
 

 

有限責任監査法人トーマツ
 

 

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 滝　　沢　　勝　　己 印

 

　

指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 大　　村　　広　　樹 印

 

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社テクノ

菱和の2019年４月１日から2020年３月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間(2019年10月１日から2019年12

月31日まで)及び第３四半期連結累計期間(2019年４月１日から2019年12月31日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわ

ち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを

行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社テクノ菱和及び連結子会社の2019年12月31日現在の財政

状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべて

の重要な点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以  上

 
 

(注) １. 上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２. XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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